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気候変動はどうなっている？
ー危機に迫る現状を知る

パート１
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世界のCO2排出量の増加

地球の平均気温は
１℃以上上昇



IPCC AR6 第１作業部会報告
• 2021年8月9日発表、3949ページ

• 執筆者66カ国から234人
• 参考文献14,000点
• 査読コメント78,007件
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重要な知見-１
“気候変動は人間活動が原因だ”
科学のメッセージが、極めて明確になった

5
国立環境研究所・江守正多氏資料より
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2000年の歴史で、前例のない気温上昇 「人為起源＋自然起源」 vs「自然起源」
のみとで、明確な差があらわれている

世界平均気温は、1850-1900と比べて2011-2020に、1.09℃上昇



重要な知見-2
“気候変動は世界中で極端現象を

引き起こしている”
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重要な知見-３
“GHG排出量に応じて今後気候はさらに上昇する”
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今後も、排出を増
やしていくシナリオ

大幅に削減するシナリオ
1.5℃

2℃
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気温上昇を1.5℃に抑制するシナリ
オは、１つ（SSP1-1.9）のみ



重要な知見-４
“今後様々な極端現象が気温上昇に関連して拡大する”
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重要な知見-5
“気温上昇を1.5℃に抑制するために排出できる
CO2量は、ほんのわずかしか残っていない”

13
残余カーボンバジェットは300～400Gt-CO2



まとめ
• “気候変動は人間活動が原因だ”。疑う余地はない。
• 世界中で極端現象が起こっている。
• GHG排出量に応じて今後気候はさらに上昇する。
• 今後様々な極端現象が気温上昇に関連して拡大する。
• 気温上昇を1.5℃に抑制するために排出できるCO2
量は、ほんのわずかしか残っていない。

↑
読み解き方

対策は急務であり、1.5℃に気温上昇を抑制しようと
するなら、世界全体で極めて大胆な削減が2030年ま
でに必要である。
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グローバルな動き
ーCOP26の成果は？

パート２
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＜COP26後＞
135カ国に拡大

世界の排出量88%カバー



• 1.5℃の気温上昇を目指すことを共有
• 2022年までに、2030年目標を見直
し、強化を
• クリーンな電力の普及を加速し、石
炭火力・化石燃料補助金は削減へ
• 途上国支援の資金は2025年に倍増へ
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COP26の成果



18Climate Action Tracker
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石炭は温暖化の最大の要因
2030年までに８割減が必要（石油ガスの２倍の速さ）

石炭

石油

ガス

Carbon Brief

先進国は、2030年に石炭火力ゼロが求められている



日本の動向
ー課題はどこに？

パート３
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日本
65位中45位
（1-3位該当はなし）
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気候変動対策評価
（CCPI）

ジャーマンウォッチ
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石炭火力削減に対する日本の評価は
先進国の中でほぼ最下位
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20
20

⽇本の温室効果ガス排出削減⽬標
いかに実現し、強化するか？
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一次エネルギー供給(2020年速報値)

出典：⾃然エネルギー財団
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発電電力量（2020年速報値）

出典：⾃然エネルギー財団
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⽇本の温室効果ガスはどこから？

温室効果ガス排出インベントリデータ・総合エネルギー統計より作成

石炭火力

22%

運輸

16%

LNG火力
13%鉄鋼業

11%

化学工業

5%

その他産業
12%

家庭・業務
9%

その他CO2…

CO2以外
8%

電気を作る

電気を作る

車を走らせる



岸田首相演説と化石賞
• 途上国支援：５年間で（600億ドルに加え）100億ドル
の追加支援

• 1.5℃の目標への言及がなく、具体的な対策や行動の強
化につながる論点がなかった。

• 太陽光は変動することを理由に、火力が必要だと訴え、
アンモニア・水素利用により、アジアで火力発電をゼロ
エミッション化させる方針を示した。

! 化石賞の受賞へ
27



CO2排出源
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1

カーボンリサイクルのコンセプト
〜実現に向け研究開発を強⼒に推進〜

“Innovative technology” & “Carbon recycle”?
⾰新的技術とカーボンリサイクル

資源エネルギー庁資料



アンモニア・水素の発電利用の課題
• 製造した水素・アンモニアを燃料として石炭・LNG火力
発電で混焼する事業を推進。

• ゼロエミッション火力とするというのだが、
– ２０３０年に20-30％程度を混ぜることをめざしていて、残り
は結局、石炭やLNGを燃やし続ける。

– CCUSの利用を見込んでゼロエミッションにすると想定してい
るが、実用化していないので、それまでCO2を出し続ける。

– コストが高い。座礁資産化の恐れも

参照：気候ネットワークペーパー「水素・アンモニア発電の課題」2021.10
29

https://www.kikonet.org/wp/wp-content/uploads/2021/11/posision-paper-hydrogen-ammonia.pdf
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減らすべき⽯炭⽕⼒発電を、今も増やしている
165基運転中・9基建設中

beyond-coal.jp
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東京電力
千葉火力発電所

東京電力
五井火力発電所

東京電力
姉崎火力発電所

東京電力
袖ケ浦火力発電所

東京電力
富津火力発電所

東京電力
品川火力発電所

東京電力
大井火力発電所

東京電力
川崎火力発電所

東京電力
東扇島火力発電所

JR東日本
川崎火力発電所

川崎天然ガス
川崎天然ガス発電所

東京電力
横浜火力発電所

電源開発
磯子火力発電所

東京電力
横須賀火力発電所

君津共同火力
富津火力発電所

JERA
横須賀

蘇我

袖ヶ浦

市原

三番瀬

盤洲
干潟

東京湾で唯⼀残る⽯炭⽕⼒発電事業
横須賀⽯炭⽕⼒発電所
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第６次エネルギー基本計画
再エネ増・⽯炭減・原発維持、でもバランスよく

全体にバランスを維持
エネルギー転換の方向性が見えず



まとめ
• 2030年目標を引き上げて強化したが、具体的な取り組
みが進まない。

• 最大の要因の石炭火力を減らす具体策がない。建設もま
だ続いている。

• 解決策として、エネルギーシステムを維持しつつ、イノ
ベーションで脱炭素化を目指す。

• イノベーションを待つ時間がなくなっているが、日本は
エネルギーインフラ転換をせずに、イノベーションに期
待をして投資を続けている。
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これからの選択肢
ー解決策は私たちの手に

パート４
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気候ネットワーク提⾔レポート（2021年3⽉）

「2050年ネットゼロへの道すじ」
2030年・2040年の削減⽬標と政策提⾔

基本的な考え方
バックキャスティングの発想に立つ

⑴科学に基づくこと─1.5℃目標の達
成に必要な水準とのギャップを埋める

⑵化石燃料依存から脱却を図ること

⑶弱い立場にある人への支援と一体的
に進めること

⑷参加・対話・包摂を育み、選びたい
未来を実現すること

https://www.kikonet.org/wp/wp-content/uploads/2021/03/NetZero-Report-2050_JP2.pdf
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気候ネットワーク
排出削減⾒通しと

気候ネットワークが提案する削減⽬標

2030年GHG60%以上削減
2040年GHG80%以上削減
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再エネ電力ー2030年に50%以上（LNGガス火力50%未満）
石炭火力・原発・石油火力ー2030年にゼロ

気候ネットワーク提⾔レポート（2021年3⽉）

2030年の電⼒構成提案



（参考）気候ネットワーク提⾔レポート（2020年11⽉）

「石炭火力2030フェーズアウトの道筋」

https://www.kikonet.org/info/publication/coal-phase-out-2030_reviced-edition


参考：国が実現するべき10の重要な政策措置
(気候ネットワーク提案)

41

1.目標設定と達成プロセスの法定化
2.炭素への価格付け─カーボンプライシング
3.脱火力・脱原発の政府目標化
4.労働の公正な移行（Just Transition）政策
5.再エネ導入拡大政策
6.自動車EV化と徒歩・自転車・公共交通機関への
モーダルシフト
7.住宅・建築物、機器の規制強化
8.廃棄物削減・脱プラ政策
9.Fガス（代替フロン等4 ガス）規制
10.金融政策強化
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地域で考えるべきこと
地域におけるエネルギーの作り⽅

・使い⽅の転換
地域資源と仕事、地域の持続可能性
エネルギー資源
化石燃料関連事業
再エネ事業

地域産業（工業・商業・他）
一次産業

エネルギー選択と仕事の転換

地域の脱炭素化は、地域なりの答えを出して
いくことが大切
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公正な移行とは、脱炭素社会への移行において誰も取り残されないようにす
るため、ステークホルダーが実質的に協議に参加し、地域の人々が選択につ
いて発言権を持ち、労働者は働きがいのある仕事と安定した収入を確保でき
るようにすること。

また、地方・地域・国 レベルで持続可能な経済の多様化を促進し、コミュ
ニティ のレジリエンスを強化すること。

これらはすべて脱炭素社会をスムーズに、成功裡に実現するために不可欠。
気候ネットワーク パンフレット「公正な移行」

https://www.kikonet.org/wp/wp-content/uploads/2021/09/JT_handbook.pdf


参考資料
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地域・各主体で何が必要？
エネルギーの作り⽅・使い⽅を⼤きく変える

まずは省エネ
最終エネルギー消費は2030年に40%削減へ

工夫をして節電を（我慢はしなくていい）
節電・需要管理→2030 年20%削減

使う電気はクリーンな電源から
・再エネ電力ー2030年に50%以上

陸上風力・洋上風力・太陽光・地熱・小水力
・石炭火力・原発・石油火力には2030年にはもう頼らない
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地域・各主体で何が必要？
建物・クルマ・ゴミなど、⾊々

建物からのCO2を出さない設計に
・新規建設も、既存住宅・建築物もゼロエミッショ
ンに（年2%)

クルマの利用ーガソリン車は、近々さようなら
・電気自動車化（再生可能エネルギーとの組み合わせ）
・自転車・徒歩・まちづくり

廃棄物 ゼロへ

代替フロン 冷媒などを代替物質に転換へ
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ü 学びと共有 ー危機感の共有から行動

ü 組織・自治体の行動に「目標」と「計画」を
2030年半減以上・2050年ネットゼロの目標・計画化

ü 行動＝支援・要請・連携・資産運用・投資
市⺠・NGO・学校・企業や団体、地⽅⾃治体での取り組み

ü 次世代に引き継ぐビジネスと雇用を生み出すこと
・産業構造の転換による地域の「雇⽤の移⾏」

パリ協定︓歴史的合意の成⽴脱炭素の地域作りの広がりを
個⼈⾏動から構造転換へ


